
施策４-２-１ ベンチャー支援、起業・創業の促進

施策４-２-１ ベンチャー支援、起業・創業の促進

直接目標

次代を支える産業を創出するため、市内での起業を盛んにする
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

起業支援による年間市
内起業件数 
（経済労働局調べ） 

62件 
（平成２６年度） 

80件以上
（平成２９年度） 

100件以上
（平成３３年度） 

120件以上
（平成３７年度） 

かわさき新産業創造セ
ンター（ＫＢＩＣ）の
入居率 
（経済労働局調べ） 

90%
（平成２６年度）

90%以上 
（平成２９年度） 

90%以上
（平成３３年度） 

90%以上
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○起業化総合支援

事業 

●創業フォーラム及び起
業家塾の開催 
（H27 創業フォーラム開
催数：2回） 

●かわさき起業家オーデ
ィションの開催 
（H27 開催数：6回） 

●「創業支援事業計画」
に基づく民間創業支援事
業者等との連携による起
業の促進 

●創業フォーラム及び起
業家塾の開催 
（創業フォーラム開催
数：2回以上） 

●かわさき起業家オーデ
ィションの開催 
（開催数：6回以上） 

●高成長が見込まれる市
内ベンチャー企業への集
中的支援の具体的取組の
検討及び実施 
（支援件数：3件以上）

●「創業支援事業計画」
に基づく民間創業支援事
業者等との連携による起
業の促進 

●高成長が見込まれる市
内ベンチャー企業への集
中的支援の具体的取組の
実施 
（支援件数：3件以上）

事業推進 

○新産業創造支援
事業 

●ＫＢＩＣの運営、市内
企業の基盤技術高度化支
援の実施 
（H27 講座・実習数：20
回） 

●ＫＢＩＣの修繕・機能
維持の実施 

●子どもたちのものづく
りへの興味・関心を醸成
するイベントの実施 
（H27 入場者数：1,300
人） 

●ＫＢＩＣの運営、市内
企業の基盤技術高度化支
援の実施 
（講座・実習数：20 回以
上） 

●ＫＢＩＣの修繕・機能
維持の実施 

●子どもたちのものづく
りへの興味・関心を醸成
するイベントの実施 
（入場者数：1,400 人以
上） 

●子どもたちのものづく
りへの興味・関心を醸成
するイベントの実施 
（入場者数：1,500 人以
上） 

事業推進 

民間の創業支援事業
者等と連携して、セミ
ナーやビジネスプラン
発表の場を設け、市内
での起業を促進しま
す。 

ＫＢＩＣを拠点とした市
内企業の成長支援、
基盤技術の高度化支
援に取り組みます。 



施策４-２-２ 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援

施策４-２-２ 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援

直接目標

成長分野や地域課題解決に寄与する市内事業所等の新分野への進出を
促進する

主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

ウェルフェアイノベー
ションフォーラムでの
プロジェクト稼働件数
（経済労働局調べ） 

10件
（平成２６年度） 

20件以上 
（平成２９年度） 

30件以上 
（平成３３年度） 

30件以上 
（平成３７年度） 

コミュニティビジネ
ス・ソーシャルビジネ
スの年間起業件数 
（経済労働局調べ） 

4件
（平成２６年度） 

5件以上 
（平成２９年度） 

6件以上 
（平成３３年度） 

7件以上 
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○ウェルフェアイ
ノベーション推進
事業 

●福祉施設や企業等の関
係機関の連携によるプロ
ジェクト創出の推進 

●ウェルフェアイノベー
ションフォーラムの開催

●福祉施設や企業等の関
係機関の連携によるプロ
ジェクト創出の推進 

●ウェルフェアイノベー
ションフォーラムの開催

事業推進 

○かわさき基準推
進事業 

●かわさき基準（ＫＩＳ）
による福祉製品の認証 
（H27 認証数：全 166 製
品） 

●国際福祉機器展への出
展 

●かわさき基準認証製品
の認証の拡大 
（認証数：全 186 製品以
上） 

●懇談会化によるかわさ
き基準認証体制の改善 

●国際福祉機器展への出
展 

●かわさき基準認証製品
の認証の拡大 
（認証数：全 216 製品以
上） 

●懇談会化したかわさき
基準認証体制の検証 

事業推進 

○コミュニティビ
ジネス振興事業 

●コミュニティビジネス
（以下、ＣＢ）･ソーシャ
ルビジネス（以下、ＳＢ）
相談窓口の運営 

●ＣＢ・ＳＢに関する担
い手育成講座の実施 

●ＫＳ（川崎市・専修大
学）ソーシャル・ビジネ
ス・アカデミーの共同運
営 

●市内中間支援団体等と
連携した相談窓口の運営
及び支援体制の強化に向
けた調査・検討 

●ＣＢ・ＳＢに関する担
い手育成講座の実施 

●ＫＳ（川崎市・専修大
学）ソーシャル・ビジネ
ス・アカデミーの共同運
営 

●調査・検討結果に基づ
く施策の実施 

事業推進 

ウェルフェアイノベーシ
ョンフォーラムの開催
やコーディネーターを
活用した福祉産業の
プロジェクト創出を推
進します。 

福祉関係者等から構
成する「かわさき基準
推進懇談会」と連携
し、かわさき基準に基
づく福祉製品の認証
等を行います。 

地域課題の解決に取
り組む事業の担い手
育成や中間支援の充
実など、コミュニティビ
ジネス創出の環境整
備に取り組みます。 



施策４-２-２ 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○環境調和型まち
づくり（エコタウ
ン）推進事業 

●川崎ゼロ・エミッショ
ン工業団地を中心とする
エコタウンの情報発信、
エコ学習の実施 
（H27 エコ学習参加者：
145 人） 

●エコタウン立地企業の
支援 

●川崎ゼロ・エミッショ
ン工業団地を中心とする
エコタウンの情報発信、
エコ学習の実施 
（エコ学習参加者：150
人以上） 

●エコタウン立地企業の
支援 

●川崎ゼロ・エミッショ
ン工業団地を中心とする
エコタウンの情報発信、
エコ学習の実施 
（エコ学習参加者：155
人以上） 

事業推進 

○コンテンツ産業
振興事業 

●クリエイターと市内事
業者によるコンテンツ活
用研究会の実施 

●知的財産に関するセミ
ナーの開催 

●ガイドライン等の活用
による、市内事業者のコ
ンテンツ活用の促進 

●川崎コンテンツ産業フ
ォーラムの開催 

●市内事業者へのコンテ
ンツ活用事例や効果等の
情報発信 

●コンテンツ活用等に関
するセミナーの開催 

●市内のクリエイティブ
産業に携わる企業・人材
との連携の促進 

事業推進 

新エネルギー産業
創出事業 

●新エネルギー関連企業
や温室効果ガス削減に寄
与する技術等の情報発信

●新エネルギー関連企業
や温室効果ガス削減に寄
与する技術等の情報発信

事業推進 

環境調和型産業振
興事業 

●環境産業フォーラムの
開催 

●ホームページやガイド
ブックの作成等による環
境関連技術の情報発信 

●環境産業フォーラムの
開催 

●ホームページやガイド
ブックの作成等による環
境関連技術の情報発信 

事業推進 

福祉サービス高度
化事業 

●福祉製品の導入促進に
向けた出張ＰＲの実施 
（H27 実施数：23回） 

●展示会への出展等を通
じた福祉製品の普及に向
けた取組の実施 

●福祉製品の導入促進に
向けた出張ＰＲの実施 
（実施数：25回以上） 

●展示会への出展等を通
じた福祉製品の普及に向
けた取組の実施 

事業推進 

福祉製品創出支援
事業 

●福祉製品の開発支援の
実施 
（H27 支援件数：2件）

●国際福祉機器展での福
祉製品等の情報発信 

●福祉製品の開発支援の
実施 
（支援件数：7件以上）

●国際福祉機器展での福
祉製品等の情報発信 

事業推進 

川崎エコタウン立地企
業における資源循環
等の取組を支援するこ
とで、環境調和型のま
ちづくりを推進します。

市内事業者にコンテン
ツを活用した事業展開
や製品づくりを促すこ
とで、市内コンテンツ
産業の活性化を図り
ます。 

民間事業者等の関係
機関と連携し、新エネ
ルギー産業の創出・育
成を促進します。 

環境産業フォーラムの
開催等を通じて、環境
技術の研究や製品開
発、販路拡大等を支
援し、環境調和型産業
の振興を図ります。

かわさき基準認証製
品の福祉施設等での
活用を促進すること
で、福祉サービスの高
度化と拡大を図りま
す。

市内企業が有する高
い技術・ノウハウを活
用して、福祉製品の創
出を図ります。 



施策４-２-３ 科学技術を活かした研究開発基盤の強化

施策４-２-３ 科学技術を活かした研究開発基盤の強化

直接目標

先端科学技術分野において、高付加価値で競争力の高い製品を創出する
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

新川崎・創造のもり地
区における特許保有累
計件数 
（経済労働局調べ）

94 件
（平成２６年度） 

96件以上
（平成２９年度） 

100件以上
（平成３３年度） 

120件以上
（平成３７年度） 

ナノ医療イノベーショ
ンセンターの入居率 
（経済労働局調べ） 

44%
（平成２７年１2 月現在）

60%以上
（平成２９年度） 

90%以上
（平成３３年度） 

90%以上
（平成３７年度） 

小杉町二丁目地区コン
ベンション施設の稼働
率 
（経済労働局調べ） 

―
（平成２６年度） 

―
（平成２９年度） 

55%以上
（平成３３年度） 

60%以上
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○新川崎・創造のも
り推進事業 

●Ｋ２タウンキャンパス
の管理・運営 

●Ｋ２セミナー等の開催
（H27 開催数：4回） 

●ＮＡＮＯＢＩＣを拠点
とした産学共同研究の推
進 

●産学交流・研究開発施
設の整備に向けた民間事
業者の公募 

●Ｋ２タウンキャンパス
の管理・運営 

●Ｋ２セミナー等の開催
（開催数：5回以上） 

●ＮＡＮＯＢＩＣを拠点
とした産学共同研究の推
進 

●民間事業者による施設
の設計、着工 

●指定管理者の公募・選
定及び施設入居企業の募
集 

●施設の竣工 

●施設入居企業の募集 

●産学交流・研究開発施
設の完成（H30 本格供用
開始予定） 

○ナノ医療イノベ
ーション推進事業 

●センターの施設運営に
ついての指導・助言 

●センターへの入居希望
企業等に対する誘致を支
援 

●安定的な施設運営のた
めの立ち上げ期間の支援

●センターの施設運営に
ついての指導・助言 

●センターへの入居希望
企業等に対する誘致を支
援 

●安定的な施設運営のた
めの立ち上げ期間の支援

●支援の継続（最長 H33
まで） 

医工連携等推進事
業 

●医療機器産業への参入
に関するセミナーの開催

●市内ものづくり企業と
医療機器の製造販売を行
う企業とのマッチングイ
ベントの実施 

●医療機器産業への参入
に関するセミナーの開催

●市内ものづくり企業と
医療機器の製造販売を行
う企業とのマッチングイ
ベントの実施 

事業推進 

新川崎・創造のもりを
拠点とした産学共同研
究開発を促進するとと
もに、新たな産学交
流・研究開発施設の
整備を行います。 

キングスカイフロントに
おいてライフイノベー
ションを推進するた
め、市産業振興財団
が整備し運営する「ナ
ノ医療イノベーションセ
ンター」に対して支援し
ます。 

セミナー等の開催を通
じて、ものづくり企業の
医療分野への参入を
促進します。 



施策４-２-３ 科学技術を活かした研究開発基盤の強化

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

科学技術基盤の強
化・連携 

●「かわさき科学技術サ
ロン」の開催 

●「かわさき科学技術サ
ロン」の開催 

事業推進 

○コンベンション
等整備推進事業 

●基本設計・実施設計の
実施 

●工事の実施 

●小杉町二丁目地区コン
ベンション施設整備に向
けた取組の推進 

・内装工事の実施 

・指定管理者制度等の
導入に向けた検討・準
備 

●小杉町二丁目地区コン
ベンション施設整備に向
けた取組の推進 

・内装工事の実施 

・利用促進に向けた広
報の検討 

●コンベンション施設の
完成（H30 供用開始予定）

先端科学技術啓発
推進事業 

●先端科学技術副読本
「川崎サイエンスワール
ド（第 4版）」の配布 

●先端科学技術副読本
（第 4 版）活用ガイドの
配布 

●先端科学技術副読本
「川崎サイエンスワール
ド（第 4版）」の配布 

●先端科学技術副読本
（第 4 版）活用ガイドの
配布 

事業推進 

ナノ医療イノベー
ションセンター用
地等管理事業 

●ナノ医療イノベーショ
ンセンター施設用地等の
管理 

●ナノ医療イノベーショ
ンセンター施設用地等の
管理 

事業推進 

オープンイノベーション
の交流拠点として小杉
町二丁目地区コンベン
ション施設の整備を進
めます。 

研究者と技術者間の
相互交流を活発にし、
市内の科学技術研究
環境の基盤強化を図
ります。 

市内企業の研究開発
の成果を発信すること
により、中学生への科
学技術の啓発を図り
ます。 

市産業振興財団が整
備・運営する「ナノ医療
イノベーションセンタ
ー」の施設用地等の管
理を行います。 



施策４-２-４ スマートシティの推進

施策４-２-４ スマートシティの推進

直接目標

スマートシティの推進により、新たな産業やサービスを創出する
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

スマートシティに関連
するプロジェクト実施
累計件数
（総合企画局調べ） 

7件
（平成２６年度） 

16件以上 
（平成２９年度） 

28件以上 
（平成３３年度） 

40件以上 
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○スマートシティ
推進事業 

●「スマートシティ推進
方針」の策定及びエネル
ギー・生活・交通・まち
づくり・産業の 5 分野に
おけるプロジェクトの企
画・推進 

●川崎駅周辺地区スマー
トコミュニティ事業の推
進 

●小杉周辺地区スマート
コミュニティ事業の推
進・検証 

●「スマートシティ推進
方針」に基づく関連事業
の推進及びエネルギー・
生活・交通・まちづくり・
産業の 5 分野におけるプ
ロジェクトの企画・推進

●川崎駅周辺地区スマー
トコミュニティ事業の推
進 

●小杉周辺地区スマート
コミュニティ事業の検証
結果に基づくプロジェク
トの企画・推進 

●川崎駅周辺地区スマー
トコミュニティ事業の推
進・検証 

事業推進 

○水素戦略推進事
業 

●水素供給ネットワーク
の構築に向けた検討・調
整 

●再生可能エネルギーと
水素を用いた自立型エネ
ルギー供給システム共同
実証事業の実施 

●使用済みプラスチック
由来低炭素水素を活用し
た地域循環型水素地産地
消モデル実証事業の検討

●再エネ等由来水素活用
燃料電池フォークリフト
実証事業の検討 

●鉄道駅等への水素・燃
料電池技術の導入、利活
用の検討 

●水素の社会認知度の向
上に向けたＰＲ・情報発
信 

●水素供給ネットワーク
の構築に向けた技術面・
運用面等の検証・調整 

●再生可能エネルギーと
水素を用いた自立型エネ
ルギー供給システム共同
実証事業の実施 

●使用済みプラスチック
由来低炭素水素を活用し
た地域循環型水素地産地
消モデル実証事業の実施
（水素供給用パイプライ
ン敷設等工事着手） 

●再エネ等由来水素活用
燃料電池フォークリフト
実証事業の実施 
（フォークリフト実証機
導入） 

●鉄道駅等への水素・燃
料電池技術の導入・検証

●水素の社会認知度の向
上に向けたＰＲ・情報発
信 

●水素供給ネットワーク
の構築に向けた技術面・
運用面等の検証結果を踏
まえた取組の推進 

●使用済みプラスチック
由来低炭素水素を活用し
た地域循環型水素地産地
消モデル実証事業の実施
（パイプラインを利用し
た水素の供給開始） 

●再エネ等由来水素活用
燃料電池フォークリフト
実証事業の実施 
（フォークリフト実証機
追加導入・検証） 

●新たな水素・燃料電池
技術の利活用方策の検討

事業推進 

エネルギーの最適利
用とＩＣＴ・データの利
活用により、誰もが豊
かさを享受する社会の
実現に向けて、「スマ
ートシティ推進方針」
に基づく取組を推進し
ます。 

「水素社会の実現に向
けた川崎水素戦略」に
基づく取組を推進しま
す。 
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直接目標

ＩＣＴにより、行政サービスを一層手軽に利用できるようにする
主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

提供しているオープン
データのデータセット
数※ 

（総務局調べ） 

27 件
（平成２６年度） 

100 件以上
（平成２９年度） 

300 件以上
（平成３３年度） 

500 件以上
（平成３７年度） 

提供しているオープン
データのダウンロード
数
（総務局調べ） 

2,000 件
（平成２６年度） 

4,000 件以上
（平成２９年度） 

5,000 件以上
（平成３３年度） 

6,000 件以上
（平成３７年度） 

電子申請システムの利
用件数 
（総務局調べ） 

103,400 件

（平成２６年度） 

108,000 件
以上

（平成２９年度） 

113,000 件
以上 

（平成３３年度） 

118,000 件
以上

（平成３７年度） 

※ データセットとは、処理しやすいデータのまとまりのことを指します。 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○地域情報化推進
事業 

●公衆無線ＬＡＮ環境の
整備の考え方のとりまと
め及び整備の実施 
（利用可能アクセスポイ
ント数：約 1,000 か所）

●スマートフォンアプリ
ケーションの特性を生か
した防災・子育て情報の
発信や「かわさき Wi-Fi」
に簡単に接続できる機能
を備えた「かわさきアプ
リ」の構築 

●モバイル環境を利用し
たサービス提供及び情報
発信のしくみの検討 

●オープンデータの推進
に関するガイドラインの
策定 

●地域ポータルサイトへ
の行政情報の提供 

●行政施設への公衆無線
ＬＡＮ環境の整備をはじ
め、民間のアクセスポイ
ントや接続アプリを活用
した、かわさき Wi-Fi の
利用範囲の拡張 
（利用可能アクセスポイ
ント数：全 1,500 か所以
上） 

●防災・子育てアプリの
運用と、モバイル環境を
利用した「かわさきアプ
リ」のサービス拡充 
（アプリダウンロード
数：15,000 回以上） 

●モバイル環境を利用し
た、さまざまな分野にお
ける民間事業者等と連携
した情報発信のしくみの
構築 

●更なるオープンデータ
の公開とその利活用の推
進 

●地域ポータルサイトへ
の行政情報の提供 

●行政施設への公衆無線
ＬＡＮ環境の整備をはじ
め、民間のアクセスポイ
ントや接続アプリを活用
した、かわさき Wi-Fi の
利用範囲の拡張 
（利用可能アクセスポイ
ント数：全 2,000 か所以
上） 

●防災・子育てアプリの
運用と、モバイル環境を
利用した「かわさきアプ
リ」のサービス拡充 
（アプリダウンロード
数：30,000 回以上） 

事業推進 

市民生活の更なる利
便性の向上や地域経
済の活性化を図るた
め、市内での利便性
の高い公衆無線ＬＡＮ
環境の構築を進めると
ともに、地域情報の効
果的な発信を図りま
す。 
公共データを市民サ
ービスやビジネスにつ
なげるため、オープン
データの公開を進め、
その効果的な利活用
を推進します。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○行政情報化推進
事業 

●「情報化推進プラン」
の検討・策定 

●マイナンバー制度の実
施に向けた対応と運用 

●マイナンバー制度の利
活用の検討 

●「情報化推進プラン」
に基づく取組の推進 

●マイナンバー制度の適
正な運用と、H29.7 から
開始予定の、他の自治体
等との情報連携に向けた
システム整備等の推進 

●マイナンバー制度の、
他の自治体等との情報連
携の H29.7 開始とその安
定的な運用 

事業推進 

○電子申請推進事
業 

●マイナンバーカードへ
の対応など、利用者の利
便性を向上させる電子申
請環境の整備・拡充 

●利用者の利便性を向上
させる電子申請環境の確
保 

●次期 IDC（インターネ
ットデータセンター）委
託事業の検討 

●次期 IDC（インターネ
ットデータセンター）委
託事業の推進 

事業推進 

○公共施設利用予

約システム事業

●利用状況の検証による
公平・公正な「ふれあい
ネット」の運用の実施 

●施設利用の利便性と公
正性を踏まえた「ふれあ
いネット」次期システム
導入の検討 

●「ふれあいネット」次
期システムの開発 

●「ふれあいネット」次
期システムの運用開始 

事業推進 

情報統括監理推進
事業 

●「情報システム全体最
適化計画」に基づく、情
報システムの最適化に向
けた取組の推進 

●「ＩＣＴ部門の業務継
続計画（震災対策編）」に
基づく、業務継続体制の
確保 

●情報セキュリティ対策
強化に向けた取組の推進

●情報システムの適正な
評価・調整による、情報
システムの最適化に向け
た取組の推進 

●「ＩＣＴ部門の業務継
続計画（震災対策編）」に
基づく、業務継続体制の
確保 

●情報セキュリティ対策
強化に向けた取組の推進

事業推進 

情報環境整備事業 ●庁内ネットワークへの
不正接続防止対策、メー
ル利用環境の再構築等、
セキュリティ対策の推進

●庁内に配置する計画配
置パソコンの整備、更新

●庁内ネットワーク強靭
化に向けた取組の推進 

●庁内に配置する計画配
置パソコンの整備、更新

事業推進 

新たな情報化計画に
基づく情報化関連施
策の進捗管理を進め
るとともに、マイナンバ
ー制度の効果的・効率
的な運用を図ります。 

パソコンなどを利用し
てインターネット上から
24 時間申請すること
が可能な、電子申請シ
ステムの安全で安定
的な運用を行い、利便
性の高い電子行政サ
ービスを提供します。 

電子行政サービスを
円滑かつ的確に提供
するために必要なネッ
トワークやパソコンな
どの情報環境の整備・
運営を行います 

インターネットや利用
者端末等を通じて市
民が公共施設を効率
的に予約・利用するた
め、「ふれあいネット
（公共施設利用予約シ
ステム）」の効果的な
運用を進めます。 

情報化推進体制のも
と、情報システムの機
能性、効率性かつ安
全性に配慮した情報
システムの最適化や、
情報セキュリティ対策
の強化に向けた取組
を推進します。 


